
平成１８年１２月１４日

核融合フォーラム全体会合

文部科学省核融合開発室

板倉周一郎

ITERと幅広いアプローチの

実施に向けて



本日お話しする内容

1. ITER計画の動向

2. 幅広いアプローチ計画の動向

3. ＩＴＥＲ・ＢＡの国内推進体制
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○参加極：日、ＥＵ、米、露、中、韓、印

○建設地：フランス・カダラッシュ

○核融合熱出力：５０万ＫＷ（発電実証はしない）

○総経費：113億ﾕｰﾛ（１ﾕｰﾛ=151円として計算した場

合、約1.7兆円) を参加極で分担

○日本の分担割合：

建設期：9.1％（約540億円、

主として物納）

運転期：13％（約60億円／年）

○計画（予定）：

２００６年度 建設開始（１０年間）

２０１６年度 運転開始（２０年間）

○実施極：日本、ＥＵ
○実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市
○総経費：９２０億円を日・ＥＵで半分ずつ負担
○計画：ＩＴＥＲ建設と概ね合致する期間、以下の

プロジェクトを実施

○ 核融合エネルギーには、豊富な燃料資源、固有の安全性、高い環境適合性、等の優れた利点

○ ＩＴＥＲ計画は、実験炉の建設・運転を通じて、核融合エネルギーの科学的・技術的実現可能性を実証する国際

協力プロジェクト

○ ＩＴＥＲ機構長予定者には、日本から推薦した池田要氏（前駐クロアチア特命全権大使）

○ 核融合エネルギーの早期実現に向け、ＩＴＥＲと並行して補完的に取り組む幅広いアプローチを、日・ＥＵの国際

協力により実施

①国際核融合エネルギー研究センター
・原型炉設計・研究開発調整センター
・ＩＴＥＲ遠隔実験研究センター
・核融合計算センター

②国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

③サテライト・トカマク（予備実験等の実施によるITER支援）
※トカマク（tokamak）とは、核融合炉に高温高密度プラズマを閉じ込め

る磁場を作る方式の一つであり、ロシア語起源の名称。

※ＩＴＥＲ：ラテン語で「（遠くへ続く）道」を意味する。

幅広いアプローチＩＴＥＲ

ＩＴＥＲ計画と幅広いアプローチ計画の概要
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１．ITER計画の動向

【ITER協定の策定】
ITER協定に署名（１１月２１日：パリ）

次期通常国会に提出・審議予定

【ITER機構の暫定的発足】
ＩＴＥＲ協定と、ＩＴＥＲ協定の暫定適用に関する行政
取極への署名の結果、ＩＴＥＲ機構が暫定的に発足し、
池田機構長予定者の指揮の下、建設活動を開始
第１回ITER暫定理事会を開催し、ITER機構の人事
規則、資源管理規則等を承認
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岩屋外務副大臣並びに水落文部科学大臣政務官が政府代表として出席

ＩＴＥＲ協定署名式
２００６年１１月２１日 パリ（エリゼ宮）



6

2005年6月28日 閣僚級会合 サイト地がフランス・カダラッシュに決定

2006年４月１日 次官級協議（東京） ＩＴＥＲ協定交渉終了

2006年５月24日 ＩＴＥＲ協定案仮署名（閣僚級会合：ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

いけだ かなめ

2005年11月7日 次官級協議（ｳｨｰﾝ） ＩＴＥＲ機構長予定者として、池田 要 駐クロアチア大使
（当時）を指名

ＩＴＥＲ協定については、各極の批准書の寄託から３０日後に発効
幅広いｱﾌﾟﾛｰﾁ協定については、日欧双方の批准手続き終了の通知により発効

国会承認

2006年11月21日 ＩＴＥＲ協定署名（パリ）、 ＩＴＥＲ協定の暫定適用開始
22日 幅広いアプローチ協定案仮署名（ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

幅広いアプローチ協定署名

ＩＴＥＲ計画に関するこれまでの経緯と今後の予定
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・ＩＴＥＲ事業計画の承認、ＩＴＥＲ幹部職員の任命、各種規則の決定等。我が国でも随時開催。

理事会の開催（年２回）

ＩＴＥＲ機構上部組織

・ＩＴＥＲ機構長・・・・・ＩＴＥＲ機構の代表者。機構職員を選定・監督。任期５年（再任１回のみ）

・首席副機構長、副機構長・・・・・各分野について、ＩＴＥＲ機構長をサポート

建設期（10年間）

○費用分担

欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ

45.5%  9.1％ 9.1%   9.1%   9.1%   9.1%   9.1%
※今後、経費増額の場合、理事会の決定に基づき、当初の貢献規

模（欧州50％、その他10％）相当額を上限として費用を分担する。

○調達分担
欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ
４ ： ２ ： １ ： １ ： １ ： １ ： １

加入・脱退 ・協定発効後１０年間は脱退不可。１０年目以降、脱退を希望する場合には、相応のコスト
（廃止措置コスト等）を負担。

・理事会の全会一致で新規加入可。

※日本の分担分は欧州からの割譲分を含む。

運転期（20年間）

○費用分担

欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ

34%   13％ 13%     10%    10%    10%   10%

○実験計画決定等のための投票加重率
欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ
30 ： 15 ： 15 ： 10 ： 10  ： 10 ： 10

○職員枠 ： 費用分担割合に準じる○職員枠 ： 調達分担割合に準じる

ＩＴＥＲ機構設立のための協定及び関連文書の主な内容①
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・ ＩＴＥＲ機構及び加盟極が、本協定に基づいて
受領又は創出した資材、機器又は技術は、平
和的目的のためにのみ使用する旨規定。

・ ＩＴＥＲ機構及び加盟極が、本協定に基づいて
受領又は創出した資材、機器、技術は、非平
和的目的のために第三者に移転されてはな

らない旨規定。

平和利用、核不拡散

ホスト極のサイト支援

ホスト極は、ＩＴＥＲ機構の活動に必要なインフラを
提供。

・ＩＴＥＲ施設の土地を無償で提供
・ＩＴＥＲ機器の搬入に必要な場合には道路を
改修
・ＩＴＥＲ機構職員の子弟の教育のため、国際
学校を設立し、大学入学前までの教育を提供
等

特権・免除

・ＩＴＥＲ機構の建物・文書の不可侵、職員への訴
追の免除等を付与。

・ただし、機構長及び職員は、原子力安全、公衆
衛生等の国内法令を遵守する義務を負う。

・その他の特権・免除についても、他の国際協定
の例を参考に、ＩＴＥＲ計画実施に必要なものを
確保。

ＩＴＥＲ機構及び各極の知的財産権の取扱につい
て規定。

・ＩＴＥＲ機構及び各極は、ＩＴＥＲ協定の実施を
通じて創出した知的財産を、無償でＩＴＥＲ機
構及び他極に与える。

・商業的機密を除く知的財産権がＩＴＥＲに供給
する品目に編入されている場合、理事会が必
要と認めたときは、締約極は、ＩＴＥＲ機構及び
他極に対し、当該知的財産権を無償で与える。
等

知的財産

暫定適用取極 ・ＩＴＥＲ協定の発効までの間、参加極は国内法の範囲内で最大限可能な協力を実施

ＩＴＥＲ機構設立のための協定及び関連文書の主な内容②
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ＩＴＥＲ建設段階の実施体制

ITER機構長

ITER理事会

首席副機構長

副機構長副機構長副機構長

科学技術諮問委員会運営諮問委員会

企業企業 産業界、大学、国内研究機関／関係機関産業界、大学、国内研究機関／関係機関

極内機関（原子力機構を予定）

機構職員と
滞在研究者の派遣

物納機器
の調達

納入 派遣

納入

仕様

発注

副機構長副機構長副機構長

（トカマク担当） （エンジニアリング担当）（制御・加熱電流駆動・計測担当）（官房担当） （安全担当） （核融合科学技術担当）
ゲリー・

ジョンソン氏（米）

ヨン・ハン・

キム氏（韓）

ディラジ・

ボラ氏（印）

ワン・

シャオキ氏（中）

カルロス・

アルハンドレ氏（欧）

ヴァレイ・

チアノフ氏（露）

池田 要氏（日）

ノルベルト・ホルトカンプ氏（欧）
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暫定ITER機構の発足
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Staff Ramp Up IO Team
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Staffing requirements for the ITER Organization During Start-Up and Construction, PC-9,13 July 2006

Reported by the Nominee DG and Nominee PDDG

研究者・技術者

150人規模へ

12月中に、50人規模の募集の見込み

約75人

支援要員

合計

今後の採用スケジュール
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各極における機器製作

0(年目) 2 7 9 10 20 30                35

除 染

運 転

試 験

トカマク装置組立

トカマク建屋の建設

ITER機構発足

建設開始

ファースト

プラズマ 運転終了
ホスト極へ

の引渡し

外装許認可
手続き 内装

第１期 第２期

建設期 運転期 除染期

ITER計画全体スケジュール
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ダイバータ
核融合で発生するヘリウムや
不純物粒子を排出する装置

超伝導コイル

高温のプラズマを閉じ込めるための
磁場を発生する機器ブランケット遠隔保守機器

ブランットの保守・交換作業
を行う遠隔操作機器

高周波加熱装置
電子レンジの原理で電磁波でプラズマを
加熱する装置

計測装置
プラズマ中のイオンと電子の密度や温度、
不純物、中性子等の分布を測定する機器

ポートプラグ
計測装置をポートに導入す
るための中性子遮蔽体を兼
ねた構造体

レーザー

ミラー

ブランケット
核融合で発生する
中性子を遮蔽し、
熱を取り出す機器

中心ソレノイドコイル

中性粒子入射加熱装置
高エネルギーの中性粒子をプラズマに
入射させてプラズマを加熱する装置
うち高電圧機器の一部を、日本が調達

プラズマの立ち上げ、燃焼、立ち下げの制御に必要な
磁束を発生する超伝導コイル

トリチウムプラント設備
燃料であるトリチウムの分離回収、精製、処理
及びプラズマへの再注入を行うための設備

マ ニ ピ ュ レ ータ ビ ーク ル

レ ール

ブ ラ ン ケッ ト  

モ ジ ュ ール

真空容器

ITER計画において我が国が分担する装置・機器
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２．幅広いアプローチ計画の動向

幅広いアプローチ協定案に仮署名（１１月２２日：
ブリュッセル）

早期に署名し、次期通常国会に提出・審議予定

青森県六ケ所村のサイトについては、旧ＩＴＥＲサ
イト候補地に決定

六ヶ所村において日欧の技術会合を開催しつつ、
プロジェクトの具体的内容について検討中
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水落文部科学大臣政務官が政府代表として出席

幅広いアプローチ協定仮署名式
２００６年１１月２２日 ブリュッセル（EU本部）
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2005年6月28日 閣僚級会合 サイト地がフランス・カダラッシュに決定

2006年４月１日 次官級協議（東京） ＩＴＥＲ協定交渉終了

2006年５月24日 ＩＴＥＲ協定案仮署名（閣僚級会合：ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

いけだ かなめ

2005年11月7日 次官級協議（ｳｨｰﾝ） ＩＴＥＲ機構長予定者として、池田 要 駐クロアチア大使
（当時）を指名

ＩＴＥＲ協定については、各極の批准書の寄託から３０日後に発効
幅広いｱﾌﾟﾛｰﾁ協定については、日欧双方の批准手続き終了の通知により発効

国会承認

2006年11月21日 ＩＴＥＲ協定署名（パリ）、 ＩＴＥＲ協定の暫定適用開始
22日 幅広いアプローチ協定案仮署名（ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

幅広いアプローチ協定署名

ＩＴＥＲ計画に関するこれまでの経緯と今後の予定
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ネットワーク

国際核融合エネルギー研究センター

ITER遠隔

実験センター

ITER遠隔

実験センター
実験条件設定

核融合計算機
シミュレーションセンター

核融合計算機
シミュレーションセンター

原型炉設計・
Ｒ＆Ｄ調整センター

原型炉設計・
Ｒ＆Ｄ調整センター

・国際ワークショップの開催
・原型炉国際設計チームによる概念検討
・核融合材料、等の原型炉日欧共同R＆D

データ収集・
解析

安全確認、
運転、等

シミュレーション

計算機

データ解析・シュミレーション

材料研究

シミュレーション

国際核融合材料照射施設
工学実証・工学設計活動

実験炉ITER

・ITERの運転シナリオの最適化
・核燃焼プラズマの理解
・核融合プラント設計、等

サテライトトカマク装置

（ＪＴ６０の改修）

茨城県那珂市 青森県六ヶ所村

幅広いアプローチのプロジェクト
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運営委員会
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰの指名
各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの計画 等

運営委員会
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰの指名
各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの計画 等

原子力機構欧州
極内機関

実施機関 実施機関

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ

国際核融合
材料照射施設
工学設計活動

（IFMIF-EVEDA）

プロジェクトチーム

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ

国際核融合ｴﾈﾙｷﾞｰ
研究センター

（IFERC）

プロジェクトチーム

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ

サテライトトカマク装置
（JT-60SA）

プロジェクトチーム

物納貢献
現金貢献
人員貢献

物納貢献
現金貢献
人員貢献

監査

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会

研究活動には、日本国内とＩＴＥＲ参加極から幅広く参加を求める。

幅広いアプローチ協定（日欧）

協力期間：10年

事業規模：920億円（日欧で半分ずつ分担）

幅広いアプローチ協定案の主な内容



19

460億円

217億円

70億円

172億円

日本

339百万ﾕｰﾛ合 計

160百万ﾕｰﾛ
サテライトトカマク

（茨城県那珂市）

97百万ﾕｰﾛ
国際核融合材料照射施設

工学実証及び工学設計活動

（青森県六ヶ所村）

81百万ﾕｰﾛ
国際核融合ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ

（青森県六ヶ所村）

EU

※表の値は、２００５年５月５日時点の円／ユーロのレートに基づく換算値。
※大部分は物納による。

幅広いアプローチ 共同宣言の主な内容①
【日欧の費用分担】
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国際核融合材料照射施設の
工学実証及び工学設計活動

ITER遠隔実験センター

サテライト
トカマク

運転

JT-60の改修

原型炉設計研究開発
調整センター

国際核融
合エネル
ギー研究セ
ンター 計算シミュレーション

センター

サイト整備及び建家の
建設

10年目9年目8年目7年目6年目5年目4年目3年目2年目1年目

幅広いアプローチ 共同宣言の主な内容②
【幅広いアプローチのスケジュール】
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尾鮫沼

たかほこぬま

鷹架沼

尾鮫沼
日本原燃

再処理工場

鷹架沼

幅広いアプ
ローチ活動
六ヶ所サイト

日本原燃
再処理工場

おぶちぬま

六ヶ所村

陸奥湾 太
平
洋

青森県

●三沢空港
●青森空港

幅広いアプ
ローチ活動
六ヶ所サイト

●環境科学技術研究所

石油備蓄基地

●JAEA青森事務所

太
平
洋

幅広いアプローチ活動六ヶ所サイト



22

六ヶ所村で開催された日欧技術会合の様子
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３．ＩＴＥＲ・ＢＡに関する国内推進体制

科学技術・学術審議会 核融合作業部会で検討

核融合フォーラムを発展的改組して、オールジャパ
ンの意見集約体制を構築

• 内部に「ITER・BA技術推進委員会(仮称）」を設
置

• 核融合科学研究所が連携事務局

• 現在のクラスター活動のポテンシャルを最大限
活用

⇒ ITER/BAの諸課題に機動的に対応
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核融合研究作業部会について

飯吉 厚夫(主査)中部大学総長
石塚 昶雄 （社）日本原子力産業協会常務理事
大島 まり 東京大学生産技術研究所教授
椛島 洋美 横浜国立大学大学院国際社会科学研究科助教授
菊池 満 （独）日本原子力研究開発機構

先進プラズマ研究開発ユニット長
小森 彰夫 自然科学研究機構核融合科学研究所

大型ヘリカル研究部研究総主幹
香山 晃 京都大学エネルギー理工学研究所教授
坂内 正夫 情報･システム研究機構国立情報学研究所長
笹尾 眞實子 東北大学大学院工学研究科教授
高村 秀一 名古屋大学大学院工学研究科教授
田中 知 東京大学大学院工学系研究科教授
東嶋 和子 サイエンス・ジャーナリスト
平山 英夫 高エネルギー加速器研究機構

共通基盤研究施設長
松田 慎三郎 (独)日本原子力研究開発機構執行役
三間 圀興 大阪大学レーザーエネルギー学研究センター長
本島 修 自然科学研究機構核融合科学研究所長
吉田 善章 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
（科学官）

山田 弘司 自然科学研究機構核融合科学研究所
（学術調査官） 大型ヘリカル研究部教授

ＩＴＥＲ計画の本格化や幅広いアプローチの始動等によ
り、核融合研究が新たなフェーズに入ったことに伴い、
今後、我が国としてどのようにＩＴＥＲ計画等の国際共
同研究に取り組むのかが重要な課題となっている。

また、平成１５年１月の学術分科会基本問題特別委員
会核融合研究ワーキンググループによる「今後の我が
国の核融合研究の在り方について（報告）」で示された
核融合研究の重点化等についても、これまでの進捗
状況を確認した上で、今後の進め方について検討する
必要がある。

このため、我が国における核融合研究に関する新たな
展開について、調査審議を行う作業部会を設置する。

設置の趣旨

ＩＴＥＲ計画、幅広いアプローチに関する国内の検討
体制及び推進体制について
ＩＴＥＲ計画、幅広いアプローチに係る諸課題について
核融合研究の重点化について
共同利用・共同研究の強化について
核融合分野の人材育成について
他分野との学術的な連携、産業連携について
その他

審議事項

構成員
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ITER機構

極内機関（ITER）

実施機関（BA）

原子力機構
（JAEA)

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｫｰﾗﾑ（仮称）

（事務局はJAEAがNIFSと連携）

・ITERとBAに関連する情報の頒布

・ITERとBAの研究活動に関する

国内意見の集約

・ITERとBAの国内連携協力の調整

原産協会

・産業界の意見集約

核融合科学研究所
（NIFS)

核融合ネットワーク

・学術基盤からの参加

日欧
運営委員会

事業委員会

事業長

事業チーム

ITER理事会

ITER機構長

機構職員

幅広いアプローチ（BA)

ITERとBA活動及び関連研究の実施

JAEA／NIFS／大学／産業界

日本国政府

文科省

（核融合研究作業部会等）

ITERとBAに関する国内実施・協力体制
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原子力
機構

原子力
機構

ITER
極内機関

BA
実施機関

核融合
科学

研究所

核融合
科学

研究所

事務局事務局

大学大学

核融合
ネット
ワーク

産 業 界産 業 界

原産協会

プラズマ物理
クラスター

プラズマ物理
クラスター

炉工学
クラスター

炉工学
クラスター

社会と核融合
クラスター

社会と核融合
クラスター

（仮称）

調整委員会調整委員会
ITER・BA

技術推進委員会
(仮称）

ITER・BA
技術推進委員会

(仮称）

クラスター活動

顧問

運営会議運営会議

核融合エネルギーフォーラム（仮称）
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まとめ

ITERは、協定署名をもって建設活動を開始。ITER
暫定機構は、今後、機構職員を拡充しつつ、着実
に建設を推進。

幅広いアプローチは、協定案の仮署名をもって枠
組みが確定。今後、日欧間の技術レベルの調整を
行いながら、活動内容を具体化。

オール・ジャパンでITER/BAに取り組むため核融合
研究機関・研究者の意見を集約するメカニズムの
構築を核融合フォーラムに期待。



御静聴ありがとうございました


